回答にあたっての留意事項

１　　本調査の対象は、別紙に記載の施設・事業所（政令・中核市以外）が、災害により事業継続が困難となった際、事業の再開に必要となる、備品の購入に必要な経費、新たな活動場所の賃借や従来の活動場所の修繕等のため必要となる初期契約費用（礼金、手数料等）、その他の再開準備に要する経費となるため、施設本体、または施設に付帯する設備に係る整備は本調査の対象外となります。

２　　要望額に記載する経費について、保険金等の収入がある場合は、それを差し引いた額を記載してください。また、他の補助金等の交付対象になっている経費については本調査の対象外となります。

３　　回答する設備整備は、下記の例にあげる書類を照らし合わせる等して、令和8年度に発生した災害（台風、大雨等）による事業再開のための整備費が30万円以上となるもの、かつ被災したことによるものと書面上証明できるもののみを回答してください。
　　　（例）罹災証明書、罹災届出証明書、被災証明書、廃車証明書、備品台帳等
　　　　　　※　本調査においては、これらの資料の提出は不要ですが、今後補助金交付申請時には添付が必要となります。

４　「事業再開」の考え方については次のとおりです。
（１）　介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」という。）に規定する廃止の届出後の新規の事業開始、法に規定する休止の届出後の再開に限らず、当該届出が行われない単なる休業後の再開も含まれるほか、被災して以降、継続的に又は一時的に事業を縮小しながら被災地で介護サービス等を提供している事業者等の、当該被災に係る復旧も含まれる。
（２）　被災事業所等と同種のサービスを実施することを想定しており、例えば、訪問介護事業所を廃止し、通所介護事業所を新規に実施することは、事業再開とは考えられない。
（３）　原則として、被災時に所在していた県（当該所在地が指定都市又は中核市の場合は当該指定都市又は中核市）内の同一地域において事業を実施することをもって、本事業にいう事業再開とし、この要件に合致する場合であれば、市町村をまたがる所在地移転をした場合も対象となる。
（４）　被災地の介護サービス確保の推進のためには、事業所の統廃合又は拠点の増加等の有効性が期待される場合もあることから、必ずしも被災事業所等の数と、事業再開した事業所の数が一致する必要はない。
（５）災害により被災し事業の継続が困難となった日から事業再開の日までの間に、別の災害による被害があった場合については、当初の被災日に係る災害及び事業再開の日までの一連の災害を一つの災害とし、本事業を実施すること。

５　　本調査は、今後の参考として調査するものであり、回答いただいた内容について、今後補助金の交付対象となることをお約束するものではございません。交付申請の時期は未定ですが、今後国から正式な依頼があり次第のご連絡となりますので、予めご理解・ご了承いただきますよう、お願いいたします。
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